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ＥＡＮ統合の支援を目的としており、 「ＡＳＥＡＮ事務局の機能強化」 、 「 境を越える問題（テロ、人身売買、伝染病）に関する協力の促進」 「ＡＳＥＡＮの経済統合・発展の促進」の三本柱から成っている。ＡＣＰのなかで、とくに注目されるのが米国国際開 庁によって運営されているＡＳＥＡＮ米国技術協力訓練ファシリティ（ＴＡＩＦ）
  である。ＴＡＩＦは、域内の経済統
合の促進と国境を越え への対処にお















































の補完計画として「国家協力と経済統合推進のためのＡＳＥＡＮ開発ビジョン」 （ＡＤＶＡＮＣＥ）を実施している。ＡＤＶＡＮＣＥは、ＡＳＥ Ｎ事務局および各国政府に対して、 の三つの共同体 （政治・安全保障、経済、社会文化）の実現に必要な技術的支援を行うものであり、現在以下の四つのプロジェクトが実施され いる。 （１） ＡＳＥＡＮ ・ 米国ファシリティ （ＡＳＥＡＮ事務局による共同体ブループリント作成・実施への支援） 、 （２）ＡＳＥＡＮシングル・ウィンドウの創設（域内 通関業務を迅速化するため ３ＥＡＮ競争力強化計画 域内 繊維産業アパレル産業、観光業のサプライチェーンの統合促進と ） 、 （４）ラオス政府支援（ＷＴＯ加盟条件、米・ラオス貿易協定、経済共同体ブループリントの基準に適う貿易・投資の自由化達成のため 教育訓練と技術支援） （参考文献⑤） 。 ＳＥＡＮ・米国ファシリティは、ＡＤＶＡＮＣＥの中核事業 してだけでなく、ＴＡＩＦの第二フェーズ（実施期間：〇七年から五～
八年間、予算：二〇〇〇万ドル）に位置づけられている計画であるが、現在おもに以下の協力活動を実施してい 。 （１）物品貿易における障壁の確認、 （２）経済共同体実現に向けた進度の評価、 （３）電子商取引法設立への支援、 （４）サービス貿易の自由化に向けた障壁目録の作成支援、（５） 紛争解決メカニズム設立への支援 （参考文献①②） 。●米国のＡＳＥＡＮ共同体構想へ
の積極的関与の要因なぜ米国のＡＳＥＡＮ共同体構想に対す
る支援は、〇二年以降に活発 したのであろうか。おもに三つの要因があげられる。第一の要因は、ＡＳＥＡＮに対する経済的関心の増大である。米国の対東南アジア政策のなかでは、〇一年以降、テロ対策だけでなく自由貿易協定 （ＦＴＡ） 促進 重要課題として浮上した。イラク問題に目を奪われていた米国は、中国と日本が二〇〇〇年代初頭からＡＳＥＡＮ諸国との 締結に乗り出したにもかかわらず、アジアの経済情勢に殆ど関心を示すことがなかった。しかし、東アジアで米国抜きの経済統合が進展する可能性 懸念を抱いた米産業界（米・ＡＳＥＡＮビジネス評議会）がブッシュ前政権にロビー活動を展開し ことにより、米国も五億五〇〇〇万人の人口を抱える巨大市場および東アジア経済統合の核であるＡＳＥＡＮの経済的重要性を認識し
始めた。その結果、米国は〇二年一〇月にＡＳＥＡＮ各国との二国間ＦＴＡのネットワーク構築を目的としたＡＳＥＡＮ支援構想 （ＥＡＩ） を発表し、さらに〇六年八月にはＡＳＥＡＮ米国貿易投資枠組み協定（ＴＩＦＡ）を締結した（参考文献⑥） 。
米国の共同体構想への支援は、こうした


























の米同時多発テロとそれにともなう東南アジアの戦略的重要性の再確認があげられる。米国は、同時多発テロを起因として「テロとの戦い」を宣言したが、そのなかで東南アジアは中東・南アジア つづく「第二戦線」という位置づけがなされ、米国 対テロ支援の重点対象となった。米国の支援では、ＡＳＥＡＮ主要各国への武器や軍事訓練の供与など二国間ベース 軍事協力が目立つが、米政府はテロ撲滅のためにはＡＳＥＡＮが組織として自発的にテロ対策を実行出来る仕組みを構築するだけでなく、貧困や経済格差といったテロ 背景問題を解決し地域統合を推進することで、東南アジアに長期的な安定をもたらすこと 必要性も認識していた。米国がＡＣＰを打ち出した動機には、このような認識も影響 いたといえる。例えば、ジェームス・ケリー国務次官補（当時）は、ＡＣＰ発表直後の政策スピーチにおいて、ＡＣＰのおもな目的を、ＡＳＥＡＮ統合の最大 障害である域内の発展格差の縮小やテロを含めた国境を越える問題の解決に向けたＡＳＥＡＮの取り組みを強化するこ であ と主張している（参考文献⑧） 。表１ 示され いるとおり、これまでＡＣＰは国境を越える問
題へのＡＳＥＡＮ事務局の対処能力強化を目的とした様々な支援を実施してきた。またＡＣＰで実施されている競争法の整備や女性の雇用促進などの支援は、ＡＳＥＡＮ各国間の経済格差を縮小させながら域内経済を全体として成長させるための取り組みの一部であると考えられる。
第三の要因は、中国のＡＳＥＡＮへの影
響力拡大に対する懸念である。中国のＡＳＥＡＮへの政治的・経済的影響力は、同国が二〇〇〇年代初頭からＡＳＥＡＮとの関係強化を図ったことにより急速に増大した。例えば中国は、 一年 ＡＳＥ ＮとＦＴＡの実現をめざす合意文書 署名し、〇五年には物品に関するＦＴＡを発効 などＡＳＥ ＮとのＦＴＡ交渉では常 他 に先行してきた。実際に中国とＡＳＥＡＮ間の貿易額も〇二年以降年率三 ～四〇％で増加しており、中国は〇五年に米国を抜いてＡＳＥＡＮにとって三番目に大きな貿易相手国となった。また ベトナム、ラオス、カンボジア、タイ、ミャンマーと進める「メコン川流域開発計画」でも主導権を握るなど その経済的影響力は急速に拡大してい 。さらに中国は、〇三年に他域外主要国に先駆けて東南ア 友好協力条約（ＴＡＣ）に加盟しただけでなく、ＡＳＥＡＮとの間で政治・安保協力の強化を謳った「戦略的パートナーシップ」に関する共同宣言に調印するなど政治面においても存在感を高めている。
このような中国の東南アジアへの影響力
の拡大は、〇五年一二月に米国を除いた東アジアサミットが発足したことも重なって、米国の影響力を相対的に低下させるだけでなく、将来的に中国を中心と 地域主義が発展する ではないかという危惧を米政府内の一部に生じさせた。米国がＡＳＥＡＮとＥＰを締結したことに こうした懸念が少なからず影響 ていた（参考文献⑨） 。具体的に言えば、米国 ＡＳＥＡＮ共同体構想への支援を通して、地域における経済的・安全保障的利益を追求するだけでなく、域内に民主化や人権尊重など自らが標榜する規範や価値観を拡散すること 、ＡＳＥＡＮとの関係および現行 米国を中心とした東アジアの地域秩序の強化 図といった狙いを持っている。例えばグリーンとトワイニングは、米国の地域におけるプレゼンスを強化するためには、アジア大多数の人々にアピールでき 人権、法の支配、民主主義といった規範や価値観を軸に米・ＡＳＥＡＮ協力を定義する必要があると主張したうえで、ＥＰをそれらの規範を促進するための枠組みとして位置付けている（参考文献⑩） 。事実 米国務省の東アジア大洋州局が公表したファクトシートによれば、ＥＰの政治・安全保障協力の目的は、ＡＳＥＡＮの目標である公正で民主的かつ調和的な政治環境の形成を支援することであると規定されている（参考文⑪） 。また、ＥＰ行動計画の 協力 分野にお
35 ―アジ研ワールド・トレンドNo.170（2009. 11）
いてもＡＳＥＡＮ各国における法の支配、司法体制、グッドガバナンス、市民サービスの強化が重要視されている。中国のＡＳＥＡＮへの政治・経済的影響力がますます深化する中で、今後と 米国は地域における自らのプレゼンスの維持・強化のために、自らが標榜 規範と価値観を 共同体に深く浸透させるための政策に力を入れていくであろう。●おわりに
ブッシュ前政権期の米国は、東南アジア
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